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１章 横浜都市農業推進プランについて

１ 

章

１ 背景と目的

　横浜市における都市農業施策は、昭和40年代の港北ニュータウン計画において、都市と調和した農業
を展開するために農業専用地区制度を創設したことに始まります。その後、法に基づく農業振興地域制
度や生産緑地制度などの農地保全策と併せて、農業専用地区を中心に、農地の基盤整備等の農業振興
策や担い手支援策を進めてきました。さらに、市民農園の開設や地産地消の推進により、市民が農とふ
れあえる取組も行うなど、横浜市ではこれまでも農業を取り巻く社会状況の変化に応じて、都市と農業
が共存する「“農”のあるまち横浜」を目指して農業の総合計画を策定し、施策を展開してきました。
　しかし、農家の高齢化や後継者不足等により遊休農地が増え、担い手の減少や農産物価格の低迷など
により、地域農業の活力が弱まることで、農家の営農意欲が低下していく懸念があります。
　一方で、消費者の「新鮮で美味しい」といった食に対するニーズの高まりとともに、横浜の農業に対する
市民や事業者等の関心は一層高まってきており、市民グループやＮＰＯ法人等が地産地消に積極的に関
わるなど、食や農を巡る新たな動きが活発になっています。また、農業を通じた福祉や教育に関する社会
活動も進むなど、横浜の農業は、食料生産を行うのみでなく、市民の暮らしを豊かにする存在へと価値が
高まってきています。
　横浜市では、こうした横浜の農業を取り巻く環境の変化を踏まえて、今後も郊外のまとまりのある農地
や市民に身近な市街化区域内の農地をあわせた市内全域で、活力ある都市農業が展開されることを目
標に、横浜市における農業の今後の方向性を展望した５か年の農業施策を、「横浜都市農業推進プラン」
として、平成26年度に策定しました。
　その後、国においては、平成27年に「都市農業振興基本法」が制定され、平成28年には「都市農業
振興基本計画」も策定され、都市農地の位置付けが「都市にあるべきもの」となりました。
　また、横浜市では、「横浜市の都市農業における地産地消の推進等に関する条例」を平成26年に制定
し、平成28年９月には条例に基づくブランド戦略として「横浜市の農畜産物等のブランド化に向けたプロ
モーションの取組について」をまとめました。
　こうした、農業を取り巻く環境の変化や市民の声、横浜の農業が抱える課題や、これまでの４か年の取
組の実績と成果等を踏まえて、次の５か年に取り組むべき農業施策を「横浜都市農業推進プラン2019-
2023」としてとりまとめました。
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章

２ 計画の位置づけと計画期間

　本計画は、横浜市基本構想に基づく「横浜市中期４か年計画」や「横浜市水と緑の基本計画」、「横浜市
環境管理計画」等の諸計画に基づき、農業分野の施策の方向性と具体的取組を定めるものです。
　平成26年度に策定した「横浜都市農業推進プラン」では、おおむね10年後の横浜の都市農業を展望し
つつ、平成26年度から30年度までの５か年の具体的な取組について定めました。
　今回、計画の改定にあたり、この間の横浜の農業が抱える課題と、横浜の農業を取り巻く環境の変化、
現行プランの４か年の実績と成果等をふまえて、次期の５か年の事業や具体的な取組内容について記載
しました。
　「中期４か年計画2018～2021」や「横浜市水と緑の基本計画（平成28年６月）」と整合を図るとともに、
「横浜みどりアップ計画[2019～2023]」とも密接に関連するため、本計画の計画期間も、2019年度から
2023年度とします。また、平成27年４月に施行された都市農業振興基本法及び平成28年５月に国が策定
した都市農業振興基本計画の趣旨に沿い、横浜市では本プランを都市農業振興基本法第10条に基づく、
都市農業の振興に関する地方計画に位置付けます。

３ 横浜の農業の多様な役割

　横浜をはじめとする都市の農業は、食料をはじめとする様々な農畜産物を生産して市民の食生活を支
えるとともに、農畜産物の加工・運搬・小売・飲食サービスなどのほか、農業資材・農業機械・燃料など多く
の業種と結びついて、地域経済にも貢献をしています。
　また、都市農地はこうした農畜産物の供給という役割以外にも、防災や良好な景観の形成、国土・環境
の保全、農作業体験や交流の場の提供など、様々な役割を果たしており、「多様な機能」を有しています。

横浜都市農業推進プランと他の計画との関係

2006
H18

横浜市基本構想（長期ビジョン、Ｈ18.6策定、目標年次2025年）

横浜市水と緑の基本計画（2006-­2025）

中期計画
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横浜みどりアップ計画
（新規・拡充施策）
2009‒2013

横浜みどりアップ計画
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2014‒2018
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章

都市農業の多様な機能（農水省、都市農業振興基本計画より）

（１）農畜産物を供給する機能
都市住民に地元産の新鮮な農畜産物を供給する機能

（２）防災の機能
災害時の延焼防止、地震時の避難場所、仮設住宅建設用地等の防災空間としての機能

（３）良好な景観の形成の機能
緑地空間や水辺空間を提供し、都市住民の生活にやすらぎや潤いをもたらす機能

（４）国土・環境の保全の機能
雨水の貯留・浸透、地下水の涵養、生物多様性の保全等に資する機能

（５）農作業体験・学習・交流の場を提供する機能
都市住民や学童の農業体験・学習の場及び生産者と都市住民の交流の場を提供する機能

（６）農業に対する理解の醸成の機能
身近に存在する都市農業を通じて、都市住民の農業や農業政策に対する理解を醸成する機能

農畜産物の供給

国土・環境の保全

農業に対する理解の醸成 防  災

農作業体験･学習･交流の場を提供 良好な景観の形成
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章

１ これまでの横浜市の農政の取組

　横浜市は、人口374万人（平成30年７月現在）を擁する全国の市町村で最も人口の多い市です。
　横浜市では、昭和30～40年代の高度経済成長期の急激な人口増大により、農地や樹林地は開発され
て急速に減少し、都市のスプロール化が顕著になりました。
　昭和40年に港北ニュータウン計画を市の６大事業のひとつとして発表し、計画的な土地利用施策を
展開するため、横浜市独自の「農業専用地区」制度を設け、昭和44年に港北ニュータウン地域内農業専
用地区を設定しました。さらに、昭和46年度に始めたフルーツパーク設定事業のナシ園の造成は、現在の
「浜なし」の生産につながっています。
　その後、昭和50年代になると、市民の農業への理解を深めるために市民菜園を開設するとともに、農
村地域の優れた田園景観の地域に都市住民を呼び込み、市民との交流による農業振興・農地保全を図る
目的の「横浜ふるさと村」など、「市民と農とのふれあい」を深める取組を新たに進めました。
　昭和60年代以降、地価高騰や住宅難などが大きな問題となり、平成３年に生産緑地法等が改正され
て、農地の宅地化が促進された一方で、市内の生産緑地地区の指定が進み、防災や景観など、農地の多
面的な機能が注目され、都市農業の役割が改めて見直されるようになりました。
　また、郊外部では、市民との交流による農業振興を図る地域として、新たに「恵みの里」の指定・推進を
進めました。
　さらに、平成21年度からは、「横浜みどり税」を財源の一部に活用した重点的なみどりの取組である
「横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）」により、農景観の保全や市民と農とのふれあいの事業を拡充
し、市独自の制度・事業を創設して、農業振興と農地保全、市民と農とのふれあいや地産地消の推進に努
めてきました。
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横浜市農業施策等の取組年表
年 度 取　　組　　内　　容

昭和41年度 中里地区で観光果樹園造成事業（～43年度）。
昭和42年度 野菜指定産地事業開始。
昭和44年度 港北ニュータウン地域内で、横浜市独自の農業振興策である農業専用地区に６地区230haを指定。
昭和45年度 都市計画法による市街化区域・市街化調整区域の線引き。横浜市農業総合計画を策定。

昭和46年度 横浜市農業専用地区設定要綱制定。農業振興地域の指定。緑化用苗木増殖事業開始。
フルーツパーク設定事業により恩田川・谷本川沿岸でナシ園造成（～55年度）。

昭和48年度 農業振興地域整備計画を策定（農用地区域の指定）。
昭和49年度 農業緑地保全事業開始。
昭和51年度 レクリエーション農園として、市街化区域内に市民菜園を開設。

昭和55年度 新農業総合計画を策定。寺家地区で横浜ふるさと村事業に着手。
戸塚区平戸地区で市街化区域から市街化調整区域への逆線引き。

昭和56年度 緑のマスタープラン横浜市原案を策定。観光農業振興事業で果樹園の整備が全市に展開。
昭和58年度 寺家地区を横浜ふるさと村に指定。
昭和60年度 農業専用地区設定要綱を改正し面積要件を「20ha以上」から「概ね10ha」に。
昭和62年度 寺家ふるさと村開村。
平成元年度 都市農業総合計画を策定。舞岡地区を横浜ふるさと村に指定。都市農園基本構想。
平成３年度 金沢臨海部農園整備事業着手。障害者農業就労援助事業開始。
平成４年度 生産緑地地区275ha指定（市街化区域農地の18％）。ｸ ﾘ゙ ﾝーｺﾝﾎ ｽ゚ﾄ（剪定枝たい肥）利用促進事業開始。
平成５年度 栽培収穫体験ファーム制度を開始。

平成６年度 認定農業者の認定開始。ゆめはま2010プランで恵みの里構想。
農業経営基盤強化促進法に基づく基本構想を策定。

平成８年度 阪神・淡路大震災を機に防災協力農地登録制度を創設。よこはま・ゆめ・ファーマー認定支援制度開始。

平成９年度 舞岡ふるさと村開村。横浜ブランド農産物育成増産事業基本方針策定、恵みの里事業を開始。
緑に関する総合計画の横浜市緑の基本計画策定。援農ボランティア育成に向け市民農業大学講座開始。

平成10年度 農協開設型大規模市民農園の柴シーサイドファーム開園。恵みの里に田奈地区を指定。
横浜ブランド農産物のシンボルマーク「はま菜ちゃん」決定。

平成11年度 食料・農業・農村基本法制定。
平成12年度 恵みの里に都岡地区を指定。
平成15年度 構造改革特区制度の活用により、農家開設型の市民農園を開始。
平成16年度 環境保全型農業推進者認定制度、特別栽培農産物認証制度の開始。

平成17年度 市民と農との地産地消連携事業を開始。特定農地貸付法改正で、農家開設型市民農園が可能に。
横浜チャレンジファーマー支援事業を開始し農業への新規参入を推進。恵みの里に新治地区を指定。

平成18年度 地産地消を推進する人材育成として「はまふぅどコンシェルジュ講座」開始。直売ネットワーク開始。
横浜市水と緑の基本計画策定。学校給食での市内産農産物の一斉供給開始。

平成20年度 農政施策検討会が「横浜における今後の農政施策について」を答申。
横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）(計画年度：平成21-25年度）を策定。

平成21年度 地産地消サポート店登録制度開始。みなとみらい農家朝市開始。

平成22年度 横浜市食育推進計画策定（地産地消や食に関する体験活動を位置づけ）。
農地法等の改正を受け、農業経営基盤強化基本構想を改定し、新規参入制度を拡充。

平成23年度 中期４か年計画に食と農の新たな展開による横浜農業の振興を位置づけ、「食と農の連携事業」・「地産地消新
ビジネスモデル支援事業」を開始。神奈川新聞社と市内２農協の協働で図書「食べる.横浜」刊行。

平成24年度 戸塚区総合庁舎が移転し、屋上農園や地産地消直売コーナー設置。
平成25年度 横浜みどりアップ計画（計画年度：平成26-30年度）を策定。

平成26年度 横浜都市農業推進プラン策定。「横浜市の都市農業における地産地消の推進等に関する条例」制定。
恵みの里に柴シーサイド地区を指定。

平成27年度 市内の農協が合併し１農協に。都市農業振興基本法施行。在日米軍上瀬谷通信施設の全域が返還。

平成28年度 農地転用許可権限が県知事から市長に移譲。
「横浜市の農畜産物等のブランド化に向けたプロモーションの取組について（ブランド戦略）」を策定。
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２ 横浜農業の現状

（１）農家戸数の推移
　市内の農家戸数は減少の一途をたどっています
が、特に減少が激しかったのは、高度経済成長期の
昭和40年代で、その後50年代前半は減少の幅が
緩やかになります。そして、昭和55年から平成７年
にかけて地価高騰による農地の減少等により、農
家戸数も再び減少の幅が大きくなりましたが、平成
12年から22年にかけては、また緩やかな減少とな
りました。
　そして、平成22年から27年にかけての５年間の
減少率は、それ以前の10年間の減少の幅を大きく
上回るペースで、農家戸数が減少しました。
　平成27年には、総農家数は3,451戸、うち販
売農家2,029戸、自給的農家1,422戸となってい
ます。

（２）農業労働力の推移
　農林業センサスにおける農業労働力を示す数
値には、「農業従事者」、「農業就業人口」、「基幹的
農業従事者」の３つがあります。（次ページのコラ
ム参照）
　横浜市では、ここ10年は、５年毎の減少数がほ
ぼ一定しており、平成27年では、農業従事者が
5,639人、農業就業人口が4,482人、基幹的農業
従事者が3,761人となっています。
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　わが国の農林業の生産構造や就業構造を明らかにするとともに、農山村の実態を総合的に
把握し、農林行政の企画・立案・推進のための基礎資料を作成・提供することを目的に、農林水
産省が５年ごとに行う調査。

主な用語の定義

農家

販売農家

自給的農家

専業農家

農業就業人口

農産物販売金額

基幹的農業従事者

農業従事者数

兼業農家

経営耕地面積

経営耕地面積が10アール（1,000㎡）以上または調査期日前1年
間の農畜産物販売金額が15万円以上の世帯。

農家のうち、経営耕地面積が30アール以上または農畜産物販売
金額が50万円以上のもの。

農家のうち、経営耕地面積が30アール未満かつ農畜産物販売金
額が50万円未満であるもの。

販売農家のうち、世帯員の中に兼業従事者が１人もいない農家。

調査日前1年間に、「農業にのみ従事した」か「農業と兼業の双方に
従事したが、農業の従事日数の方が多い」世帯員。

経費を差し引かない売上高をいう。自家消費分の見積金額は含ま
ない。

農業就業人口のうち、調査日前１年間に、主に家事や育児、学業な
どではなく、主に「仕事に従事していた」人。

満15歳以上の世帯員のうち、調査日前1年間に、農業に従事した人。

販売農家のうち世帯員の中に兼業従事者が１人以上いる農家で、
農業所得が主である場合を第１種兼業農家、農業所得が従である
場合を第２種兼業農家という。

農家が経営する耕地(田、畑及び樹園地の計)をいい、農家が所有
している耕地のうち貸し付けている耕地と耕作放棄地を除き、借
り入れている耕地を加えたもの。

仕事への従事状況

農業のみに従事
農業とその他の仕事の両方に従事 その他の仕事

のみに従事、
従事しない

農業従事日数が
多い

その他の仕事の
従事日数が多い

ふだんの
主な状態

主に仕事

家事や育児
学生その他

農
業
従
事
者

農業就業人口

基幹的農業従事者

農林業センサスとは
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（3）農地面積の推移
　市内の農地面積は、農林統計による面積でも「固定資産概要調書」から算出した面積でも、減少の
一途をたどっていますが、平成10年以降は、減少が緩やかになってきました。

　農林統計の値を地目別にみると、水田面積は、平成９年から20年の11年間では平均で８haの減少
でしたが、平成21年度から水田保全奨励事業が実施されると、減少の度合いが28年度までの７年間
の年平均で約4.1haと減少が緩やかになっています。
　畑では、平成11年からは減少が鈍化し、28年までの17年間の平均で、１年当たり約15.9haの減少
となっています。
　固定資産税の課税面積をもとにした区域区分別の農地面積では、市街化区域の農地面積（生産
緑地地区内＋その他市街化区域）は、昭和40年代から平成の初めにかけては大きく減少しています
が、平成４年に地価対策の一環として、生産緑地地区の指定がされてからは、減少が緩やかになっ
ています。
　市街化調整区域の農地面積（農用地区域＋その他市街化調整区域）は、毎年一定した緩やかな減
少をしており、その減少面積は、平成８年から28年の20年間の年平均で約16.5haとなっています。
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※固定資産概要調書（横浜市財政局）を編集
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地目別農地面積の推移

区域区分別農地面積
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横浜市の農地等に関わる区域区分

市街化区域

農用地区域

生産緑地地区

宅地化農地

市街化調整区域

農業振興地域

都市計画法に基づき市長が指定するもので、すでに市街地を形成して
いる区域及びおおむね10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図る
べき区域。

「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき、市町村が策定する農業
振興地域整備計画のなかで、土地利用区分として、農用地として用いる
区域として指定。

※農業産出額・・・農林水産省の農
林水産統計による市町村別農業産
出額（生産額と同義）は、平成18
年で調査・公表がなくなりました。
ここに示した推計値は、それに代
わるもので、平成 27年実施の農
林業センサスの結果と、毎年の都
道府県別統計等をもとにした農林
水産省が算出した推計値です。

生産緑地法に基づき、市街化区域内の土地のうち、一定の要件を満た
す一団の区域を、都市計画で定めたもの。

市街化区域内の農地のうち、生産緑地地区に指定されていないもの。

都市計画法に基づき市長が指定するもので、市街化を抑制すべき区域。

「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき、県知事が農業振興を図
るべき地域として指定。

（４）農業産出額
　農林水産省が公表した横浜市の平成28年の市町
村別農業産出額（推計）は約138億４千万円で、神奈
川県内の市町村中、第１位でした。産出額総額の約
75％が野菜（いも類を含む）で、次いで花き・植木類が
約９％、３番目が果実で約８％、畜産は４部門合計で約
７％、稲作や麦類・豆類などの普通作物は合わせて１％
ほどとなっています。

花き・植木

野菜類（いも類含む）
稲麦等

果実

畜産
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横浜市
三浦市
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藤沢市
小田原市
横須賀市
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川崎市
秦野市
相模原市

稲麦等1.6億円（1.2％）稲麦等1.6億円（1.2％）

野菜類（いも類含む）
103.6億円（74.9％）
野菜類（いも類含む）
103.6億円（74.9％）

花き・植木
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花き・植木
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11.2億円（8.1％）
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農業産出額総額
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平成28年市町村別農業産出額(推計) 
農林水産省より
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平成28年市町村別農業産出額(推計) 
農林水産省より県内市町村の推定農業産出額（H28、上位10市町村）

横浜市の推定農業産出額
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３ 横浜の農業が抱える課題

（１）農家が営農を継続する上での課題
　横浜市が行った「横浜の緑に関する土地所有者意識調査（H29）」のうち農地所有者に対する調査
では、「農地を所有し耕作を続けるうえで、特に課題と思うこと」（複数回答）で、「相続税の支払い」が
回答者の約48％と、最も多くの人が課題としてあげていました。次いで、「高齢のため農作業が難し
い」が約46％で第２位、「農業で安定的な収入が得られない」が約41％で第３位と、いずれも40％を超
える高い回答率でした。農家の負担や経営に対する不安の声が寄せられています。

（２）効率的な農業生産を進める上での課題
ア 農業生産基盤の老朽化
　横浜市の集団的な農業地域の生産基盤整備は、昭和40年代の人口急増期に河川改修と併せて
行われた水田のほ場整備と用排水路整備、昭和40年代後半から始まった農業専用地区における畑
の土地改良事業と畑地かんがい施設の整備で大部分が行われてきました。
　これらの施設も整備後40～50年が経過し、農業生産基盤の老朽化が進んだ結果、用水量の不足
などの影響も出ています。

イ 農業生産施設等の老朽化
　畑地かんがい施設など地域の共同の生産基盤の老朽化とともに、農家個人の所有する園芸用の
温室やハウス、果樹棚、畜舎といった生産用施設についても、耐用年数を超過しているにもかかわら
ず更新ができていないものが多く見られます。こうした生産施設の老朽化も、生産量減少の原因の
一つとなっていると考えられます。
　また、果樹では、果樹棚だけでなく、樹体そのものも老木化し、改植を行わないと、十分な収穫量
を上げられない状態になっています。
　これらは、果樹棚や園芸用施設の新設時期が、補助事業の実施や施設園芸ブームと時期が重な
り、昭和40年代から50年代に集中的に整備された施設が多いためです。

0 10 20 30 40 50（％）

相続税の支払いに不安がある または 負担が大きい
高齢のため農作業が難しい

農業で安定的な収入が得られない
農業後継者がいない

固定資産税の支払いが負担に感じる
労働力が不足している

農地へのごみの投棄や苦情への対応が難しい
新たな追加投資が負担である

農業以外での安定収入が得られない
新しい農業技術の習得や営農に関する情報の入手が困難である

その他
無回答

47.8
45.7

41.4
31.6
29.9

24.0
16.7

7.1
4.2
2.9
3.6
2.4

「横浜の緑に関する土地所有者意識調査」（横浜市環境創造局、H29）より

ｎ=2,216(複数回答)

農地所有者が農地を所有し耕作を続けるうえで、特に課題に思うこと
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（3）良好な営農環境を維持する上での課題
ア 遊休農地の増加
　農地を耕作する担い手不足に
よって遊休農地が発生し、隣接農
地の耕作者への影響があるととも
に、雑草の繁茂などによる防犯・防
災上の懸念や景観としても課題と
なります。
　農家が所有する遊休農地の面積
は、ほぼ60～70ha で一定していま
すが、この他、非農家が相続などで
取得した農地で遊休農地が増えて
おり、問題となっています。

イ 農地の周辺環境への配慮
　横浜市では、農地と住宅が近接しているところが多いことから、農地からの土埃の発生や土砂
の流出、農薬の飛散やたい肥の臭いなどによるトラブルも多く発生しています。都市と農業が共存
するためには、市民の農業への理解とともに、農業の側からも配慮が求められています。

（４）農体験や農畜産物に対する市民ニーズへの対応
　ライフスタイルの変化や、食育・健康への関心の高まりなどから、地産地消や農体験へのニーズが
高まっています。
　平成28年度の「横浜みどりアップ計画や横浜みどり税の広報に関する調査」による「緑に関する取
組について、現在行っているもの、もしくは今後行ってみたいもの」（複数回答）では、「横浜の農畜産
物の購入」を現在行っていると回答した人は37.7％、今後行ってみたい人が28.8％で、合わせると
66.5％にものぼります。
　また、「野菜や果物の収穫体験」では、現在行っている人が4.3％、今後行ってみたい人が30.8％で、
合わせると35.1％になりました。
　「市民農園等での農業体験」を現在行っている人が2.1％に対し、今後行ってみたい人は17.8％、合
わせて19.9％になりました。
　これらからも、市内産農畜産物へのニーズや、手軽な収穫体験農園、市民農園などに対するニーズ
は高いので対応が必要です。
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※ 農林業センサスより編集

※ 農林業センサスより編集

市内の遊休農地面積の推移
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４ この間の横浜の農業を取り巻く環境の変化

　平成26年度以降の横浜の農業を取り巻く環境の変化として、主なものを以下にあげます。

（１）横浜市地産地消推進条例の施行
　横浜市では、平成26年12月、「横浜市の都市農業における地産地消の推進等に関する条例」（以下、
「地産地消推進条例」）を制定し、平成27年４月に施行しました。
　条例では、都市農業の振興と市民の豊かな食生活の向上に寄与することを目的に、広報活動、情報
の共有等、市の施設等における市内産農畜産物の利用促進、市内産農畜産物等のブランド化、観光
資源としての活用、６次産業化の推進、食育との連携などを基本的施策としてあげています。
　また、市の責務として、「生産者、事業者及び市民と連携し、かつ、協力して、地産地消の推進等に関
する施策を総合的かつ計画的に実施する」と同時に、「農畜産業等の多様な担い手への支援を行うも
のとする」としています。
　なお、条例に基づくブランド戦略として、平成28年９月には「横浜市の農畜産物等のブランド化に向
けたプロモーションの取組について」をまとめ、「横浜農場」を活用した統一的なプロモーションを中心
に、取組を進めて行くことにしました。

（２）都市農業振興基本法の施行と都市農業振興基本計画の策定
　「都市農業振興基本法」が制定され、平成27年４月に施行されました。
　これまで都市の農地は、三大都市圏の特定市では、生産緑地地区に指定された農地以外は、「宅地
化すべき」農地とされてきました。しかし、人口減少やライフスタイルの変化、防災の観点などの背景
から、都市の農地が、都市環境の改善や心のやすらぎ、防災や景観形成に果たす役割が見直され、都
市に「あるべきもの」として位置付けられ、都市の農業・農地の多様な機能の評価が高まっています。
　さらに、都市農業振興基本法に基づき、都市農業振興基本計画が平成28年５月に策定され、地方
公共団体でも「地方計画を定めるよう努めなければならない」と定められました。

横浜の農畜産物の購入

野菜や果物の収穫体験

市民農園等での農業体験

農体験教室、農や食に関するイベント

0 10 20 30 40 50 60 70 80（％）

今後行ってみたい
現在行っている

「横浜みどりアップ計画や横浜みどり税の広報に関する調査」（Ｈ28）より

37.7 28.8
66.5

35.1

19.9

16.9

4.3 30.8

2.1 17.8

1.2 15.7 ｎ=1,417

地産地消や農体験に関する消費者の意識調査
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（３） 生産緑地地区の指定後３０年問題と生産緑地法改正
　平成４年度に三大都市圏の特定市で一斉に指定された生産緑地地区は、平成34年には、指定から
30 年を迎え、所有者はいつでも市に買取りの申出ができるようになります。
　そこで、平成29年４月に生産緑地法が一部改正されました。具体的には、①指定から30年が経過し
た生産緑地地区の買取り申出期限を10年間延長できる「特定生産緑地制度」が創設され、また、②市
町村が条例で定めれば、生産緑地地区の指定面積要件を500㎡から300㎡に引き下げることを可能
にし、③ 生産緑地地区内に、直売所や農家レストラン、加工所が設置可能になりました。
　本市では、この法改正に対応し、②については平成29年12月に、「横浜市生産緑地地区の区域の
規模に関する条例」を制定し、面積要件を引き下げました。

（４）米軍上瀬谷通信施設の返還
　平成27年６月、長年の懸案であった、在日米軍上瀬谷通信施設（瀬谷区瀬谷町・旭区上川井町ほ
か、約242ｈａ）が返還されました。返還地の約45％は国有地ですが、残りの市有地を除く約45％、
110ｈａは民有地で、農業専用地区内の農地などになっています。
　地区全体の土地利用計画と連動して、積極的に農業を進める区域については、生産基盤整備も含
めた今後の農業振興策の検討が必要です。

（５）農業委員会法改正と農地転用許可権限の移譲
　平成28年４月に、農業委員会の最も重要な事務を農地等の利用の最適化の推進とする、改正農業
委員会法が施行され、農業委員会の委員の選出方法や定数の変更のほか、新たに不耕作地の解消や
農地の流動化を推進していく農地利用最適化推進委員が置かれることになりました。横浜市では平
成29年８月の選任から、新体制となり、遊休農地の解消に向けて取り組んでいます。
　また、平成28年４月施行の農地法改正に基づく「指定市町村」として、農地転用の県知事の権限が
横浜市長に移譲されました。

（６）地球環境問題等への対応
　農業に伴って発生する炭酸ガスの抑制など環境にやさしい農業への取組の推進が求められている
とともに、気候変動への適応策の必要性等が高まっています。
　また、国連で採択された「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」の理念に沿った取組が求められています。
　一方、農業や農地の持つ生物多様性の保全や雨水貯留による洪水の抑制などグリーンインフラと
しての多面的機能が再評価され、その維持・向上にも取り組む必要があります。
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３章 計画の方針

（１）方針
　現行の横浜都市農業推進プランは、おおむね10年後の目標を設定したうえで、平成26年度から
30年度までの５か年を計画期間とし、26年度に策定しました。この間の実績と成果を踏まえ、また２章
で述べたように、現在の横浜の農業が抱えている課題や市民ニーズ、横浜の農業を取り巻く環境の
変化を踏まえて、31年度からの５年間も引き続き、農政の方向性、基本理念や目標を継承しながら、そ
の理念・目標にしたがって、５か年の施策・事業・具体的取組を定めます。

（２）進め方
　本計画を推進するにあたっては、農業者や農協等の農業者団体、農業関係機関をはじめ、消費者、
農畜産物を取り扱う事業者、企業や大学等、様々な主体の参画や連携を一層進めながら、「活力ある
都市農業を未来へ」を目指していきます。

１ 基本理念と５年後の目標

（１）基本理念
　本計画の基本理念は、「活力ある都市農業を未来へ」とします。

（２）「横浜都市農業推進プラン2019-2023」の目標
　今後５か年の実施計画の策定においても、５年前におおむね10年後を見据えて策定した３つの目標
は継続することとします。
　なお、目標の達成に向けては、「横浜農場の展開」により、都市農業の活性化を図っていきます。（※
Ｐ16参照）

　各農業地域の特性が十分に生かされて、高い意欲を持った農家により、新たな技術も積極的に取り
入れた農業が展開されています。
　農業生産基盤の整備や農業経営の効率化に向けた農業振興が進み、多様な担い手により農地
の利用促進が図られるなど、活発に農業が営まれています。また、市内産農畜産物の生産振興により
「浜なし」などのブランド力の高い農畜産物が生産され、地産地消につながる市内産農畜産物の生
産が拡大しています。
　さらに、「横浜農場」というロゴマークも活用した効果的なプロモーションが展開されることによ
り、横浜の農業や農畜産物の魅力が市内外に広く周知され、市内産農畜産物の消費拡大が進んで
います。

目標 １ 市内の各農業地域の特性を十分に生かし、新たな取組や技術も取り入れた、元気
な横浜の農業が展開されています。
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目標 2 良好な農景観の形成や生物多様性の保全にも寄与する、まとまりのある優良な農
地が形成されています。

計画の柱 １

計画の柱 2

目標 3 市民が農に関わる機会が増えるとともに、地産地消が進んでいます。

　農地は、食料を生産する役割だけでなく、土・緑・水の維持に欠かせない環境保全の機能、また、子
どもたちの教育や、福祉など社会活動の場に有効な役割を果たす機能、生物多様性の保全の機能な
どを有しています。そのような、多面的機能を有する農地が、市民共有の貴重な財産として保全され
ています。

　市民が農体験できる収穫体験農園、市民農園や農体験ツアーなど気軽に横浜の農にふれる機会が
増え、農業が環境学習や食育の場として広く市民に親しまれています。また、農家を手助けする援農
に参加する市民が増加しています。
　さらに、身近なところで市内産農畜産物を購入できる直売所やマルシェが増えるとともに、様々な
事業者と連携した加工品の商品化等の６次産業化や飲食店による市内産農畜産物の利用など、地産
地消の取組が拡大しています。

２ ５か年の計画の柱

（１）計画の柱の設定
　５年後の目標を踏まえて、今後の５か年の具体的な取組を進めるにあたり、引き続き、農業経営を支
援する「持続できる都市農業を推進する」取組と、農景観の保全や地産地消など「市民が身近に農を感
じる場をつくる」取組を、計画の二つの柱として設定します。

持続できる都市農業を推進する

市民が身近に農を感じる場をつくる

　将来にわたり持続可能な都市農業を目指し、
施策 １ 農業経営の安定化・効率化に向けた農業振興
施策 2 横浜の農業を支える多様な担い手に対する支援
施策 3 農業生産の基盤となる農地の利用促進
の３つの施策を行います。

　良好な景観形成や生物多様性の保全など、農地がもつ環境面での機能や役割に着目
した取組、地産地消や農体験の場の創出など、市民と農の関わりを深める取組として、

施策 １ 農に親しむ取組の推進
施策 2 地産地消の推進
の２つの施策を行います。
　なお、計画の柱２については、「横浜みどりアップ計画[2019-2023]」として実施します。
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横浜農場の展開

■ 横浜農場とは
　横浜は大都市でありながら、市民に身近な場所で、野菜や米をはじめ肉などの畜産物まで
多品目の農畜産物が生産され、美しい農景観が広がっています。また、意欲的な生産者、市内
産農畜産物を利用する飲食店・事業者、「農」に関心が高い市民（消費者）など、様々な主体が関
わって地産地消を進めているのも横浜の特徴です。
　このような、横浜らしい農業全体（生産者、市民、企業などの農に関わる人々、農地・農景観、
農業生産活動など）を一つの農場に見立て、「横浜農場」という言葉で表しています。
■ 横浜農場の展開
　「横浜農場」の特徴を生かし、様々な主体が積極的にかつ互いに連携し合い、基本理念である
「活力ある都市農業を未来へ」を目指し、「横浜農場の展開」を図ります。
　また、観光や食育との連携を進め、横浜の食や農による都市の魅力向上にもつなげます。
　なお、「横浜農場の展開」に当たっては以下の取組を強化しながら進めていきます。

人材・場の活用や
各分野との連携

都心臨海部での
展開

プロモーションの
強化

特に地産地消に関わる人材の育成や企業との連携を強化し「農のプ
ラットフォーム※」として位置づけ、協働して横浜ならではの都市農業
の活性化を目指します。

市内産農畜産物を購入・味わえる場や機会の拡大を、農地が少ない
都心臨海部を重点に取り組みます。

「横浜農場」のロゴの市内産農畜産物への表示、イベントや広報等で
の積極的な活用を進めます。

質の高い農畜産物をつくる
意欲的な生産者

地域で横浜の食や農を通じて豊かな暮らしを
楽しみ、横浜の農業を支える市民（消費者）

横浜の食や農が横浜ブランドとして、市内で更に展開されるとともに、
観光客や市外にも浸透（市内飲食店でのメニュー提供、横浜土産の充実など）

生産者、事業者及び市民と連携し、市内産農畜産物等の
積極的な利用を進め、その魅力を発信 横浜市

市内産の食材を
利用する飲食店

≪様々な主体が連携して推進≫
⃝生産者
⃝飲食店（地産地消サポート店等）
⃝事業者（JA、連携企業等）
⃝市民（消費者、はまふぅどコン
シェルジュ等）

生産者の農業
経営の安定化

市内産農畜産物を
利用して土産品等を
加工・販売する事業者

「横浜農場の展開」

※ 農のプラットフォーム：生産者・事業者・消費者など地産地消に関わる様々な主体のネットワーク、つながる場
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３ 農業施策の体系

持続できる
都市農業を
推進する

計画の柱 １

市民が
身近に農を
感じる場を
つくる

計画の柱 2

①市内産農畜産
の生産振興

①良好な農景観の
保全

④農業の担い手
の育成・支援

③身近に農を感じ
る地産地消の
推進

⑥農地の貸し借り
の促進

②地域特性に応じ
た都市農業の
拠点づくり支援

②農とふれあう場
づくり

③生産基盤の整
備と支援

⑤農業経営の安
定対策

④市民や企業と連
携した地産地消
の展開

⑦まとまりのある
農地等の保全

1
農業経営の安定
化・効率化に向け
た農業振興

1
農に親しむ取組
の推進

施　策計画の柱 事　業 取組メニュー

2
横浜の農業を支
える多様な担い
手に対する支援

2
地産地消の推進

3
農業生産の基盤
となる農地の利
用促進

(1)付加価値の高い農畜産物の生産振興
(2)先進的な栽培技術の活用
(3)環境への負荷を軽減した農業の推進
(4)畜産の振興

(1)水田の保全
(2)特定農業用施設保全契約の締結
(3)農景観を良好に維持する活動の支援
(4)多様な主体による農地の利用促進

(1)横浜型担い手等の認定・支援
(2)農業技術・経営力の向上
(3)個人・法人による新規参入の推進

(1)地産地消にふれる機会の拡大

(1)農地の貸し借りに関する調整
(2)遊休農地の利用促進

(1)農業専用地区の特性に応じた農業振興策の
策定

(2)旧上瀬谷通信施設の農業振興策の策定

(1)様々な市民ニーズに合わせた農園の開設
(2)市民が農を楽しみ支援する取組の推進

(1)農業生産基盤・設備の整備・改修の支援
(2)土地改良団体等への運営指導

(1)農業金融制度の活用
(2)経営安定対策制度への支援・協力

(1)地産地消を広げる人材の育成
(2)市民や企業等との連携

(1)市街化調整区域内の農地の保全
(2)市街化区域内の農地の保全
(3)防災協力農地の登録

「横浜みどりアップ計画[2019-2023]」に定められている農業施策
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計
画
の
柱
１

４章 施策の内容

計画の柱１　持続できる都市農業を推進する
　将来にわたり持続可能な都市農業を目指し、農業経営の安定化・効率化に向けた農業
の振興や、横浜の農業を支える多様な担い手に対する支援、農業生産の基盤となる農地
の利用促進を図ります。

概要

　市民の身近な場所で農業が営まれ、新
鮮で安心な農畜産物が生産・販売されてい
る特徴を生かし、持続できる都市農業を推
進します。そのために、

（１） 農業生産の基盤となる農地の整備や、
市内産農畜産物の生産振興と安定供
給等の支援を行う、「農業経営の安定
化・効率化に向けた農業振興」

（２） 経営感覚に優れた意欲的な農業者や
農業後継者、新規参入者等の育成・支
援を図る、「横浜の農業を支える多様
な担い手に対する支援」

（３） 農地の貸し借りの促進や耕作放棄地
の発生防止・解消を行い、良好な農地
として耕作が進むことを目的とした、
「農業生産の基盤となる農地の利用
促進」

の３つの基本的な施策を推進します。

横浜の主力農産物 キャベツ

持続できる都市農業を推進する取組
・農業経営の安定化・効率化に向けた農業振興
・横浜の農業を支える多様な担い手に対する支援
・農業生産の基盤となる農地の利用促進

市民が身近に農を感じる場をつくる取組
（横浜みどりアップ計画 [2019-2023]）

・農に親しむ取組の推進
・地産地消の推進

横浜都市農業推進プラン2019-2023

横浜市の農業施策の全体像
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施策 １

施策 2

施策 3

農業経営の安定化・
効率化に向けた
農業振興

横浜の農業を支える
多様な担い手に
対する支援

農業生産の
基盤となる農地の
利用促進

事業① 市内産農畜産物の生産振興
（１） 付加価値の高い農畜産物の生産振興
（２） 先進的な栽培技術の活用
（３） 環境への負荷を軽減した農業の推進
（４） 畜産の振興

事業④ 農業の担い手の育成・支援
（１） 横浜型担い手等の認定・支援
（２） 農業技術・経営力の向上
（３） 個人・法人による新規参入の推進

事業⑦ まとまりのある農地等の保全
（１） 市街化調整区域内の農地の保全
（２） 市街化区域内の農地の保全
（３） 防災協力農地の登録

事業② 地域特性に応じた都市農業の拠点づくり支援
（１） 農業専用地区の特性に応じた農業振興策の策定
（２） 旧上瀬谷通信施設の農業振興策の策定

事業⑤ 農業経営の安定対策
（１） 農業金融制度の活用
（２） 経営安定対策制度への支援・協力

事業⑥ 農地の貸し借りの促進
（１） 農地の貸し借りに関する調整
（２） 遊休農地の利用促進

事業③ 生産基盤の整備と支援
（１） 農業生産基盤・設備の整備・改修の支援
（２） 土地改良団体等への運営指導

計画の柱1の内容
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　市内産農畜産物の安定的かつ効率的な生産ができるよう、生産、販売、流通等に必要な設備等の導入
支援や、営農上の知識・情報等の提供により、市内産農畜産物の生産を振興します。
　特に、農畜産物の付加価値を高める取組や生産性を高める取組のモデルづくりを進めます。
　また、環境への負荷を軽減した農畜産物の生産や消費者ニーズの高い品目の生産を支援するととも
に、都市農業特有の課題に対応するための取組を推進します。

（１） 付加価値の高い農畜産物の生産振興

ア 推奨品目の生産奨励
　レストラン等の飲食店の利用ニーズが
高い、色や形のめずらしい野菜などを推
奨品目として生産を奨励するとともに、
飲食店での利用を促進するなど、農畜産
物の付加価値を高める取組を推進しま
す。

イ 推奨品目の生産に必要な設備等
の導入支援
　推奨品目の生産に必要な栽培設備等
の導入を支援することにより、安定的・効率的な生産を推進します。

（２） 先進的な栽培技術の活用

ア 先進的な栽培技術・設備等の導入支援
　IＣＴ（情報通信技術）などを活用して栽培環境を調節する
園芸用施設の統合型環境制御システムやロボット技術な
ど、先進的な栽培技術の導入を支援することにより、農畜産
物の品質や生産性の向上を図ります。

事業① 市内産農畜産物の生産振興

農業経営の安定化・効率化に
　　　向けた農業振興

施策 １

推奨品目の例

環境を制御した育苗設備
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多彩な横浜の農畜産物生産

　横浜市の農業生産の特徴は、水田が少なく、畑がほとんどであることから、野菜類やいも類
等の作付けが多く、その品目も多様なことです。また、果樹園もあり、様々な果物が栽培されて
います。
　こうした多品目少量栽培は、都市周辺の産地には多く見られますが、横浜の場合は、それぞ
れの品目の生産規模も大きく、全国的に見ても、作付面積や収穫量等が上位にランキングさ
れる品目が多数あります。
　野菜類で、最も生産が多いのはキャベツで、他にコマツナ、ホウレンソウなどの葉菜類、果菜
類ではトマトやエダマメなど、根菜類ではダイコンなど、イモ類ではジャガイモやサツマイモな
どが多く生産されています。

　果樹（果物）類では、圧倒的に日本ナシの生産が多く、「浜なし」のブランドで、新鮮で完熟、大
玉のナシとして人気があります。また、ブドウやカキ、ウメ、キウイなども生産が盛んです。
　また、近年は、ミカンなどの柑橘類や、ブルーベリーの生産も増えています。

　花き類では、シクラメンなどの鉢物類
や、パンジー・ベゴニア・マリーゴールド・ペ
チュニア・ニチニチソウなどの花苗の生産
が盛んで、全国屈指のものもあります。
　また、植木生産も盛んです。
　畜産も市内で行われており、豚肉、牛肉、生乳、鶏卵及びそれらの加工品等、良質な畜産物
が生産され、はまポーク、横濱ビーフなどのブランドで販売されています。
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農家の畑の土壌分析

農薬飛散防止ネット

※ ＧＡＰ：Good Agricultural Practice の頭文字で、農業生産工程管理または適正農業規範と訳される。

（3） 環境への負荷を軽減した農業の推進

ア 環境保全型農業の推進
　土づくり・施肥・病害虫防除・農薬などに関し、関係機関と連携しながら、農業者への情報提供や研
修の機会をつくり、環境にやさしい農業を推進します。

（ア）環境保全型農業推進者の認定・支援
　たい肥等の有機質による土づくりや、化学肥料や化学合成農薬の使用量の削減など、環境
への負荷の軽減に取り組む意思のある農家を「環境保全型農業推進者」として認定するととも
に、環境保全型農業に関する研修会の開催等により支援します。

（イ）土壌診断等
　畑の土や培養土の土壌分析や養液栽培などの培
養液分析の結果に基づき、適切な施肥管理の指導を
行い、肥料の過剰施用を防ぎます。

（ウ）栽培展示
　環境活動支援センター内に環境保全型農業の展
示ほ場を設置し、環境にやさしい農業の検証と市民
への紹介を行います。

（エ）特別栽培農産物の認証
　国のガイドラインに基づいて、節減対象農薬と化学肥料の使用を通常（県が定める慣行レベ
ル）の５割以下に減らして生産する農産物を「特別栽培農産物」として認証することにより栽培
を奨励し、環境に与える負荷を軽減した農業を推進します。

（オ）ＧＡＰ※の普及
　ＧＡＰの制度の取組により、施肥や農薬の使用などの生産工程の改善だけでなく農業経営
全体の改善も見込まれることから、神奈川県や農協等の関係機関と協力して普及を図るとと
もに、ＧＡＰに取り組む生産者等を支援します。

イ 周辺環境への配慮
　大都市横浜の中で農家が農業経営を続けていくために
は、農薬の使用やたい肥等から発生する臭いなどについ
て、農地に隣接する住宅地等の周辺環境に配慮した取組
が必要です。
　このために、農薬の飛散防止ネット等の設置を支援し、
周辺環境に配慮した農業を推進します。

※
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（4） 畜産の振興

ア 畜産物の生産振興
　市内産畜産物の生産を振興するため、畜舎の環境対策や家畜の改良などを支援します。

イ 家畜防疫・衛生対策等
　神奈川県や農協等の関係機関と連携した畜舎巡回による家畜防疫対策の指導や、家畜衛生対策
等について助言・支援を行うことで、家畜伝染病の発生等を防止します。

取組の目標

事業 取　組 ５か年目標 備　考

①

（１）付加価値の高い農畜産物
の生産振興

推奨品目の生産奨励：140件

推奨品目の生産設備導入支援：25件

（２）先進的な栽培技術の活用  先進的な栽培技術・設備導入支援：20件

（３）環境への負荷を軽減した
農業の推進

土壌・培養液の分析：6,000 件

周辺環境に配慮した設備の設置支援：25件

（４）畜産の振興 推進
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取組の目標

事業 取　組 ５か年目標 備　考

②
（１）農業専用地区の特性に応じた農業振興策の策定 策定：２地区

（２）旧上瀬谷通信施設の農業振興策の策定 策定

　都市農業の拠点である市内のまとまりある農地について、ほ場や畑地かんがい施設等の整備を進める
ため、地域の農地を取り巻く状況に対応した農業振興策の策定を進めます。
　農業生産に必要な環境（生産基盤）の向上や、新鮮で安心な農畜産物の市民への供給の場の確保な
ど、地域の特性を生かし、都市と調和した良好な環境の創出を目指します。

（１） 農業専用地区の特性に応じた農業振興策の策定

　まとまりある農地を、都市農業の拠点として、昭和44年から横浜市独自の農業専用地区に指定
し、基盤整備等の農業振興策を進め、現在、28地区の農業専用地区があります。
　この間、農地周辺の土地利用転換や農家の高齢化、
農業生産基盤の老朽化など、農地を取り巻く様々な状
況が変化しており、その変化をふまえて農業専用地区
等の営農状況や周辺環境等の実態調査を実施し、地
域の特性に応じた農業振興策を検討していくことで、
持続できる都市農業の推進を図ります。

（２） 旧上瀬谷通信施設の農業振興策の策定

　平成27年６月に全域返還された旧上瀬谷通信施設
は広大な農地を含みますが、電波障害対策のために生
産基盤整備を行うことができなかったため、返還を契
機に、営農上支障となっている農道等の暫定的な整備
を行っています。
　今後は、地区全体の土地利用計画と連動し、積極
的に農業振興を図る区域については、生産基盤整備
や先進的な栽培技術の導入による営農環境の充実
や、ここでとれた良質な農畜産物を味わい、農の魅力を感じられる場とするなど、将来的な農地の
利用方法など地域特性に応じた農業振興策を、地元農業者とともに検討を進め、策定します。

事業② 地域特性に応じた都市農業の拠点づくり支援

十日市場農業専用地区（緑区）

上瀬谷農業専用地区の現況
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農業専用地区とは

　農業専用地区は、昭和44年の「港北ニュータウン」地域内農地を対象とした指定に始まり、
昭和46年以降、「計画的都市農業の確立」の推進基盤として市域全体に拡大されてきた横浜
市独自の農業振興策です。
　農業専用地区に指定されると、生産基盤の整備を始めとした横浜市の農業振興策が優先
的かつ重点的に行われます。地区の指定は、農業振興地域における農用地区域（農用地利用
計画により農地としての利用が定められた区域）を中心とした、まとまりのある農地がある地
区（おおむね10ha）を対象として横浜市が行います。生産基盤の整備により「新鮮で安心な農
畜産物の市民への供給」、「地域の自然や田園景観の保全」、「災害等から市民を守る防災空間
等の確保」が図られます。
　このように、農業専用地区の指定により、「都市農業の確立と継続」、「都市と調和した良好
な環境」を創出します。「農業専用地区」は、今日の横浜市における農業の礎となっており、今後
の農業施策においても中心となる施策です。

番
号 地区名 指定年月日 地区面積

(ha)
1 

港北
ニュー
タウン
農専

池辺 昭和44.9.24 60.0
2 東方 昭和44.9.24 60.0
3 折本 昭和44.9.24 43.0
4 大熊 昭和44.9.24 20.0
5 新羽大熊 昭和44.9.24 23.0
6 牛久保 昭和44.9.24 24.0

7 菅田羽沢

昭和47.3.31
（変更Ｓ58.10.5）
（変更Ｈ3.4.20）
（変更Ｈ26.12.11）

61.1

8 東俣野
昭和47.3.31

（変更Ｓ48.11.2）
（変更Ｈ9.2.4）

65.7

9 西谷 昭和47.11.25
(変更Ｓ51.5.25） 25.2

10 氷取沢 昭和48.3.22 20.9
11 田谷・長尾台 昭和48.10.30 35.1
12 野庭 昭和50.12.27 43.4
13 中田 昭和51.5.13 40.0
14 並木谷 昭和51.5.13 35.0
15 上川井 昭和52.7.7 35.3
16 上瀬谷 昭和52.7.7 92.0

17 舞岡 昭和54.9.17
（変更Ｈ22.10.15） 102.7

18 小雀 昭和55.4.25 25.7
19 鴨居東本郷 昭和57.1.13 19.1
20 寺家 昭和61.3.24 86.1
21 平戸 昭和61.3.24 8.8
22 鴨居原 昭和61.9.1 17.1
23 柴 平成3.3.30 17.4
24 保木 平成4.3.3 14.7
25 佐江戸宮原 平成5.3.15 8.6
26 北八朔 平成9.5.15 39.8

27 長津田台 平成18.8.30
（変更Ｈ23.12.1） 25.7

28 十日市場 平成27.1.9 21.6
計 28地区 1,071.0

農業専用地区（28地区、1,071ha）
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旧上瀬谷通信施設とは

　平成27年６月30日、米国海軍上瀬谷通信施設が返還されました。
　瀬谷区瀬谷町、北町及び旭区上川井町にまたがる約242haもの広大な土地で、国有地が
約109.5ha（45.2％）、市有地約22.7ha（9.4％）、民有地約110.0ha（45.4％）からなり、建物
面積はわずかに23,327㎡（0.96％）です。
　歴史的には、昭和16年に日本海軍が倉庫用地等として接収した軍用地で、昭和20年８月の
終戦に伴い米軍が接収。昭和22年10月に一旦解除され、農林省が開拓財産として地元農家
に売渡手続きを進めていた矢先の昭和26年３月に朝鮮戦争の勃発により再接収されました。
昭和35 年３月に周辺地域945haを電波障害防止地域に指定することで合意され、米国海軍
第七艦隊の艦船との間の通信施設として重要な役割を担ってきました。
　この間に、昭和52年３月に国有農地107haが167人の耕作者に売り渡され、11月に
0.5ha、昭和59年３月に1.9haが売り渡されています。農地部分は、農業振興地域の農用地区
域（上瀬谷79.2ha、上川井17.8ha）及び道水路を含めて農業専用地区（上瀬谷92.0ha、上川
井35.3ha）に指定されましたが、電波障害防止地域のため、大掛かりな土地基盤整備事業は
行うことができませんでした。
　また、電波障害の関係からハウス等の建設ができないため、昭和44年に、地下にウドの軟化
栽培施設を設置しました。
　その後、平成７年に電波障害防止地域が廃止され、平成15年には施設内にあった司令部が
青森県三沢基地内に移転し、平成16年10月の日米合同委員会において返還の方針が合意さ
れました。平成20年には住宅及び関連施設が閉鎖され、平成26年４月の日米合同委員会で返
還が決定し、平成27年６月に返還されました。
　今後は、横浜市米軍施設跡地利用指針に加え、本市を含む広域的な課題解決や郊外部の再
生に資する新たな活性化拠点を目指した返還後のまちづくり（農業振興と都市的土地利用）を
進めます。
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　都市と調和した良好な環境の創出を図るため、農業生産基盤の整備を支援していきます。さらに、土地
改良団体等地域の農地管理団体の運営指導を充実し、地域の活性化を図ります。
　農業の生産性が向上することにより農業経営が安定し、耕作の放棄が抑止されるなど農地の適正な
維持管理に貢献します。適正利用を図ることにより、農地が農業生産の場としてだけでなく農地の持つ
多面的機能（雨水の貯留・浸透、ヒートアイランド現象の緩和等のグリーンインフラ※としての機能等）を
発揮することができます。その結果、都市と調和した良好な農環境が創出されます。

（１） 農業生産基盤・設備の整備・改修の支援

　農業生産の基礎となる生産基盤の整備を支援することにより、農業の生産性の向上や農業経営
の安定化、耕作放棄地の発生抑制など農地の適正な維持管理を進めます。

ア ほ場整備
　農地の勾配を緩くしたり、土留め整備を行うことにより、畑の土の流出を防止し良好な土壌の保
全につなげるための整備を支援します。
　また、土地改良区が行う区画整理等の事業を支援します。

イ かんがい・排水施設の整備
　農業生産に必要な、水環境の保全と有効利用を図る
ため、畑地かんがい施設の配管、暗きょ排水等のかん
がい・排水施設の整備や更新を支援します。

事業③ 生産基盤の整備と支援

基盤整備済の農業専用地区（都筑区）

農業生産基盤の整備による都市と調和した良好な農環境の創出（イメージ図）
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※グリーンインフラ：農地などの自然的環境が有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある都市づくりを進めるための
社会資本。
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ウ 農道整備等
　土地改良団体が管理する未舗装の農道や凹凸の大きい農道の改良・整備を支援することにより、
農作業の効率化と農畜産物の運搬中の荷痛みを防ぐことで品質向上を図ります。
　また、生活道路として利用されている農道について道路管理者への早期移管を進め、道路の維持
管理の円滑化と市民サービスの向上を図ります。

（２） 土地改良団体等への運営指導

　土地改良法に基づく許認可等に関し、審査を行うとともに、認可を受けて設立された土地改良区
の運営業務、整備事業、換地処分等を総合的に支援・指導します。また、換地処分により生じる土地
の区画や道路、水路の確定や、横浜市の公共用財産への移管をするために必要な測量業務などへ
の支援を行います。
　さらに、農業専用地区内の農家を中心に組織された各農業専用地区協議会や水田地域を中心
に組織されている市内の各水利組合に対して、組織運営への助言や整備事業に対する技術指導
を行います。
　横浜ふるさと村、恵みの里においては、市民と農業者団体との交流事業の運営支援、市民向け講
座の開催支援を実施します。

取組の目標

事業 取　組 ５か年目標 備　考

③

（１）農業生産基盤・設備
の整備・改修の支援

整備改修支援：のべ40地区

農道移管支援：随時

（２）土地改良団体等への
運営指導

運営指導：随時

土地改良区：８団体
農業専用地区協議会：14団体
水利組合：22団体
ふるさと村総合案内所：２か所
恵みの里推進組織：４団体
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「横浜ふるさと村」と「恵みの里」

　横浜ふるさと村は、良好な田園景観を残
している農業地域の農地や樹林を将来にわ
たって保全するとともに、農業の振興を図る
ことを目的としています。
　市内では、「寺家ふるさと村」（昭和62年
開村）と「舞岡ふるさと村」（平成９年開村）
の２か所が整備され、市民と農家を結ぶ交
流拠点として、「寺家ふるさと村四季の家」、
「舞岡ふるさと村虹の家」の２つの総合案内
所があり、自然・農業・農村文化などにふれあい、親しめる場となっています。

　恵みの里は、市民と農との交流を通じて、地域ぐるみで農業振興を図り、農地の保全や活力
ある地域農業が安定的に営まれることにより、多くの恵みを市民にもたらすことを目的として
います。市内では「田奈恵みの里」、「都岡
地区恵みの里」、「新治恵みの里」、「柴シー
サイド恵みの里」の４地域が指定されてい
ます。
　恵みの里では、地域住民を対象に農業
教室や農産加工教室といった農体験教室
や農畜産物直売会等による地産地消の
推進、地域農業のＰＲなどが行われ、市民
が農とふれあえる場になっています。
　なお、緑区の北八朔地区は、本指定に
先立つ推進地域になっています。

寺家ふるさと村の風景

舞岡ふるさと村のサツマイモ掘り
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　市内の農家は、多品目少量栽培や品目数を絞った比較的大規模な栽培など、多様な農業を営んでい
ます。しかし、近年の度重なる天候不順等による農業経営の不安定化、農地周辺の宅地化などによる農
家の営農環境の変化など、様々な問題を抱えています。
　そこで、意欲的に農業に取り組む担い手として、認定農業者のほか、女性農業者や環境保全型農業に
取り組む生産者を横浜型担い手として認定し、支援を行います。
　また、農業後継者の育成、農業技術や営農意欲の向上のための情報発信、経営力向上にむけた取組、
農外からの個人・法人の農業への新規参入などを推進します。

（１） 横浜型担い手等の認定・支援

ア 認定農業者
　自らの農業経営を生産拡大や規模拡大などによ
り改善し、地域の中心的な農業者として営農を行う
意欲のある農家を認定農業者として認定し、支援を
行います。
<認定農業者の認定制度>
　農業経営基盤強化促進法に基づき、効率的かつ安定的な農業経営を目指すために農業者自らが
「農業経営改善計画」（５年後の経営目標）を作成し、市が策定した「農業経営基盤の強化の促進に
関する基本的な構想」に照らして適切であると認められると、その計画を認定します。
　認定された農業者を対象に、計画の実現のために必要な専門家による経営診断や各種研修会の
開催、経営改善に必要な機械・設備等の導入等の支援を行います。
イ よこはま・ゆめ・ファーマー
　女性農業者がいきいきと働き暮らせる農のあるまち横浜を目指すため、農業経営や地域活動な
どに主体的に関わっている女性を「よこはま・ゆめ・ファーマー」として認定し、グループ活動やネット
ワークづくり等の支援を行います。
<よこはま・ゆめ・ファーマーが目指す女性農業者像>
（ア）地域の農業を支える担い手としての自覚と誇りを持つ
（イ）農業経営に主体的に参画する
（ウ）農のある地域づくりや、女性起業を目指す
（エ）地域の農業に関する様々な方針決定の場へ積極的に参画する
（オ）女性農業者ならではのネットワークをつくる

事業④ 農業の担い手の育成・支援

横浜の農業を支える
　　　多様な担い手に対する支援

施策 2
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ウ 環境保全型農業推進者 （再掲）
　たい肥等の有機質による土づくりや、化学肥料や化学合成農薬の使
用量の削減など、環境への負荷の軽減に取り組む意思のある農家を環
境保全型農業推進者として認定し、環境保全型農業に関する研修会の
開催や情報提供、直売所等に掲示する表示板の交付などの支援を行
い、消費者に周知します。
<環境保全型農業推進者の取組項目>
（ア）堆肥その他有機質資材による土づくり
（イ）化学肥料の施用を減少させるための技術の導入
（ウ）化学合成された農薬の使用量を減少させるための技術の導入
（エ）有効な資源の再利用及び省エネルギーに必要な技術の導入
（オ）環境保全型農業の取組内容の記帳

エ 農業後継者の育成
　横浜は、他都市と比べて毎年多くの農業後継者が
新規に就農しています。内訳としては、Ｕターン就農
が多く、他に高校・大学等卒業後の就農があります。
　これらの農業後継者が、意欲とやりがいを持って
農業に取り組むことができるように、栽培技術や農
業関連制度などに関する研修会の開催、規模拡大の
ための農地あっせんなどの支援を実施し、農業後継
者がより増加するように取組を進めます。
　また、農業後継者等が、作物の栽培技術や機械の
操作方法等を習得する機会を増やすため、農家間で
実施する研修に対して支援を行います。

（２） 農業技術・経営力の向上

　新品種や新しい栽培方法など生産技術に関する栽培調査・展示、土づくりや病害虫防除など営農
情報の農家への発信・提供、各種研修会や農畜産物品評会の開催支援などを行うことにより、農家
の農業技術や営農意欲の向上を図ります。
　また、高齢化や労働力不足等により農業経営の継続
に懸念を抱いている農家等の支援として、機械作業を
有料で引き受ける受託組織の効率的・効果的な運営方
法の検討など、長期的に見た農業労働力対策を、農協
等の関係機関と協力・連携して検討します。
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横浜花子 
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（３） 個人・法人による新規参入の推進

　農家出身者以外の農業への新規参入や、農業以外の法人による農業への参入についても推進し
ます。特に、教育団体や福祉団体の農業参入を進めます。
　また、法人格をもたない地域の農地管理団体などが、地域内の遊休農地を活用して、景観作物の
栽培や農業体験に活用する方策についても検討します。

ア 農業への新規参入を希望する個人の参入
　新規参入者として育成する「横浜チャレンジ
ファーマー」や、農業経営基盤強化促進法に基づ
き認定する「認定新規就農者」などを中心に、農業
への参入を進めます。

イ 農業への参入を希望する企業等の参入
　企業の農業参入については、企業的経営のノウ
ハウの導入など効率的な農業経営の手法が取り
入れられることにより、地域農業の活性化や、農地
の有効活用が進むといった効果が期待されます。
　また、学校法人や社会福祉法人、ＮＰＯ法人などが、教育や福祉事業として農地を利用する場合
も、関係部局等と連携して、引き続き推進します。

取組の目標

事業 取　組 ５か年目標 備　考

④

（１）横浜型担い手等の認定・支援 横浜型担い手等の支援：50件

（２）農業技術・経営力の向上 農業技術の現地指導：3,500 回

（３）個人・法人による新規参入の推進 参入：50件

新規参入者の推移（累計）

法人参入の推移（累計） 参入法人の内訳（累計）

0

20

40

60

80

0

4

8

12

16

20

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

（ha）（人）

参入者数
面積

0

5

10

15

20

25

30

0

2

4

6

8

10

12

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

（ha）（人）

法人数
面積

0

5

10

15

20

25

30

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

（件）

農家の法人化
社会福祉・学校・NPO
会社

0

20

40

60

80

0

4

8

12

16

20

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

（ha）（人）

参入者数
面積

0

5

10

15

20

25

30

0

2

4

6

8

10

12

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

（ha）（人）

法人数
面積

0

5

10

15

20

25

30

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

（件）

農家の法人化
社会福祉・学校・NPO
会社

0

20

40

60

80

0

4

8

12

16

20

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

（ha）（人）

参入者数
面積

0

5

10

15

20

25

30

0

2

4

6

8

10

12

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

（ha）（人）

法人数
面積

0

5

10

15

20

25

30

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

（件）

農家の法人化
社会福祉・学校・NPO
会社



33

４ 

章

計
画
の
柱
１

　農業経営に必要な資金の融資や、国・県の制度による融資に伴う利子補給等により、借入農家の負担
を軽減することで農業経営の安定化を図ります。
　また、国・県が実施する野菜等の価格安定制度等に参加する生産者を支援することにより、市内産農畜
産物の計画生産・出荷と経営安定を図ります。

（１） 農業金融制度の活用

ア 農業経営資金融資預託
　市内の農家等に対して、農業経営に必要な短期（１年間）の運転資金を低利で融資するため、資
金を預託し、農協（融資機関）を通じて融資を行います。

イ 農業振興資金利子補給
　市内の農家等が生産施設等の整備拡充を行う際、農協等の融資機関から低利に調達できるよう
にするため、融資機関に対し利子補給を行います。

ウ 農業経営基盤強化資金利子助成
　市内の認定農業者が、農業経営改善計画の実施に必要な長期資金を、融資機関である日本政策
金融公庫から借り入れる場合に、利子助成を行います。

（２） 経営安定対策制度への支援・協力

　国・県が実施する野菜価格安定対策事業（共同出荷・販売された野菜の卸売価格が下落したとき
の損失を一定の範囲まで補てんする制度）に参加する生産者に対して、生産者の資金造成負担金の
一部を助成し、市内産野菜の計画生産・出荷を促進します。
　また、収入保険制度や新たな品目での経営安定対策についても、加入推進に協力するなど、農家
の経営安定を図ります。

事業⑤ 農業経営の安定対策

取組の目標

事業 取　組 ５か年目標 備　考

⑤

（１）農業金融制度の活用 ( 農業経
営資金、都市農業振興資金、
農業経営基盤強化資金 )

承認件数：150件
経営資金、振興資金、基盤強化
資金の合計

（２）経営安定対策制度への支援・
協力

推進
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取組の目標

事業 取　組 ５か年目標 備　考

⑥
（１）農地の貸し借りに関する調整 貸借面積：130 ha 生産緑地を含む

（２）遊休農地の利用促進 農地調査：5,000 ha

　市内の農業生産の基盤となる農地の有効利用を図るため、規模拡大を希望する農家や、新規参入を希
望する個人・法人等への農地の貸し借りを進めます。特に、耕作放棄地など、農地の遊休化が進んでしまっ
た土地や、高齢化や後継者不足等の労働力不足等により遊休化が懸念される農地については、いち早く情
報を集め、農地情報のマッチングを行い、貸し借りに結び付けることによって農地の利用促進を図ります。

（１） 農地の貸し借りに関する調整

ア 利用権設定等促進事業
　農業経営基盤強化促進法に基づく市街化調整
区域内の農地の貸借制度に基づき、農地の貸し
手と借り手の申し出を市が仲介し、農業委員会な
どの関係機関の協力を得て、農地の貸し借りに結
び付けていきます。
イ 生産緑地地区内農地の貸借の推進
　市街化区域の農地では利用権を設定すること
はできませんでしたが、平成30年６月に制定、９月
に施行された都市農地の貸借の円滑化に関する法律では、市街化区域のうち生産緑地地区内の農
地については貸し借りがしやすくなりました。農地所有者の耕作が難しくなった生産緑地地区内の農
地については、この制度を活用し貸し借りを促進することにより、都市農地の保全活用を図ります。

（２） 遊休農地の利用促進

ア 遊休農地の利用促進に向けた農地調査
　農地の利用状況調査、耕作放棄地の発生・解消に関する調査等を実施するとともに、農業委員・農
地利用最適化推進委員と連携し、関係機関と農地の情報や規模拡大希望農家の情報・課題等を共
有しながら、遊休農地の解消を図ります。

事業⑥ 農地の貸し借りの促進

農業生産の基盤となる農地の利用促進施策 3

利用権設定面積の推移（各年度末）
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　市内には、郊外部にまとまりのある農地が広がり、多種多様な農畜産物が生産されています。
　また、市街化区域の中にも意欲を持って、農業に取り組む農家がいます。法制度の適切な運用により、
農業生産の基盤となる農地の保全を図ります。

（１） 市街化調整区域内の農地の保全

ア 農業振興地域の農用地区域の保全
　「農業振興地域の整備に関する法律」に基づいて、県知事が市街化調整区域の中に農業振興を図
るべき「農業振興地域」を、市長が農業振興地域内の「農用地区域」を定め、農地の有効利用と農業
振興を計画的に推進しています。この制度で約1,000ｈａの農用地区域を指定しており、引き続きこ
の制度を適切に運用することで、優良な農地を保全します。

イ 農地転用許可制度の適切な運用
　市街化調整区域内の農地の転用許可権限については、平成27年の農地法改正に基づく指定
市町村として、県知事から移譲されています。農地転用許可基準等に基づき、農地転用の申請に
対して適切に判断するとともに、転用農地の周辺農地に対する被害防除にも努めるよう指導を行
います。

（２） 市街化区域内の農地の保全

ア 生産緑地地区内の農地の保全
　市街化区域内の農地における緑地機能を積極的に評価し、
良好な都市環境の形成を図るため、平成４年から生産緑地地区
として指定を進めてきました。
　平成29年６月の生産緑地法の改正に伴い、指定面積要件を
緩和（500㎡から300㎡へ）した市条例の制定を踏まえ、今後も
生産緑地地区の指定拡大を進め、市街化区域内でも安心して
農業経営ができるよう市街化調整区域と同様に生産振興の支
援を進めていきます。

イ 特定生産緑地地区の指定推進
　生産緑地地区は、指定から30年経過すると、いつでも買取り
の申出ができ指定解除につながることから、生産緑地法改正により買取申出時期が10年間延期さ
れる「特定生産緑地地区」制度が創設されました。新たな制度の運用を図り、継続して市街化区域内
農地の保全を図ります。

事業⑦ まとまりのある農地等の保全

生産緑地地区
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（３） 防災協力農地の登録

　阪神・淡路大震災を契機として、全国に先駆けて「防災協力農地登録制度」を創設し、約280haの
農地を防災協力農地として登録しています。登録された農地は、災害時に避難場所、延焼の遮断、
仮設住宅用地などの役割を果たします。
　引き続き、防災協力農地の登録を働きかけていきます。

防災協力農地

取組の目標

事業 取　組 ５か年目標 備　考

⑦

（１）市街化調整区域内の
農地の保全

農振農用地区域の管理：推進

農地転用許可制度の適切な運用：推進

（２）市街化区域内の農地
の保全

生産緑地地区の指定と制度の運用：推進

特定生産緑地地区の指定：推進

（３）防災協力農地の登録 登録：推進
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計画の柱2　市民が身近に農を感じる場をつくる
　良好な景観形成や生物多様性の保全など、農地が持つ環境面での機能や役割に着目し
た取組と、地産地消や農体験の場の創出など、市民と農の関わりを深める取組を展開します。

概要

　農地は、新鮮な農畜産物の供給の場である
ことに加えて、里山などの良好な景観の形成、
生物多様性の保全、雨水の貯留・かん養や災
害時の避難場所になるなど多様な機能や役割
を有しています。このような農地の機能や役
割に着目しながら、市民農園の開設や農体験
教室の開催、地産地消の推進などにより、市
民が身近に農を感じる場や機会をつくる取組
を進めます。

　さらに、「横浜農場」のプロモー
ションにより、横浜の食や農を横浜
ブランドとして浸透させるとともに
都市の魅力向上にもつなげます。

横浜らしい農景観

持続できる都市農業を推進する取組
・農業経営の安定化・効率化に向けた農業振興
・横浜の農業を支える多様な担い手に対する支援
・農業生産の基盤となる農地の利用促進

市民が身近に農を感じる場をつくる取組
（横浜みどりアップ計画 [2019-2023]）

・農に親しむ取組の推進
・地産地消の推進

横浜都市農業推進プラン2019-2023

横浜市の農業施策の全体像

施策 1

施策 2

農に親しむ取組の
推進

地産地消の推進

事業① 良好な農景観の保全
（１） 水田の保全
（２） 特定農業用施設保全契約の締結
（３） 農景観を良好に維持する活動の支援
（４） 多様な主体による農地の利用促進

事業④ 市民や企業と連携した地産地消の展開
（１） 地産地消を広げる人材の育成
（２） 市民や企業等との連携

事業② 農とふれあう場づくり
（１） 様々な市民ニーズに合わせた農園の開設
（２） 市民が農を楽しみ支援する取組の推進

事業③ 身近に農を感じる地産地消の推進
（１） 地産地消にふれる機会の拡大

計画の柱２の内容
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　農地は良好な農景観の形成や生物多様性の保全、雨
水の貯留・かん養機能など多様な機能を有しており、横
浜に残る農地や農業がつくりだす「農」の景観は多様で
す。農業専用地区に代表される、集団的な農地から構
成される広がりのある景観や、樹林地と田や畑が一体
となった谷戸景観などが、地域の農景観として多くの市
民に親しまれてきました。この農景観を次世代に継承す
るため、横浜に残る貴重な水田景観を保全する取組や、
意欲ある農家や法人などにより農地を維持する取組を
支援します。

（１）水田の保全

ア 水田の継続的な保全の支援
　土地所有者が水田を維持し、水田景観の保全
や多様な機能が発揮できるよう、水稲の作付を
10年間継続することを条件に、奨励金を交付し
ます。
イ 良好な水田景観保全のための
　 水源・水路の確保
　水田景観を保全するために必要な水源や水
路を確保するため、まとまりのある水田がある
地区を対象に、井戸や水路等の設置・改修を支
援します。

（２）特定農業用施設保全契約の締結

　農地を10年間適正に管理することと、農地
の保全に不可欠な農業用施設を10年間継続利
用することを条件として、農家の住宅敷地内等にある農業用施設用地の固定資産税・都市計画税を
10年間軽減することにより、農地所有者の負担軽減と農地の保全を図ります。

事業① 良好な農景観の保全

農に親しむ取組の推進施策 １

特定農業用施設

保全された水田
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（３）農景観を良好に維持する活動の支援

　市街化調整区域のまとまりのある農地や市街化区域の生産緑地地区などを対象に、周辺環境と
調和した良好な農景観を維持する活動を支援します。

ア まとまりのある農地を良好に維持する団体の活動への支援
　良好な農景観を形成するため、水路等での清掃活動
や農地縁辺部への植栽、水源の確保のための井戸の改
修などに対して支援します。また、農地周辺の環境を良
好に維持するため、土砂流出を防止する活動に対する
支援や農地周辺の不法投棄対策を進めます。

イ 周辺環境に配慮した活動への支援
　都市の中で農景観を維持するためには、農地の周辺
にお住まいの方々の農業への理解が必要です。
　このため、農地周辺の環境に配慮して、農地からの土ぼこりの飛散を予防・解消するために牧草
等を栽培する活動や、農作業等により生じるせん定枝などを野焼きできない場合等に、たい肥化す
る活動などに対して支援します。

（４）多様な主体による農地の利用促進

　遊休化して荒れた農地は、貸し借りが進まず、良好な農景観が損なわれます。このため、意欲ある
農家や新規に参入を希望する個人・法人など多様な主体へ農地を貸し付けられるよう遊休化した農
地の復元を支援することで、良好な農景観を保全します。

取組の目標
事業 取　組 ５か年目標 備　考

①

(1）水田の保全
水田保全面積：125 ha
水源・水路の確保：10か所

(2）特定農業用施設保全契約の締結 制度運用

(3）農景観を良好に維持する活動の支援

まとまりのある農地を良好に維持す
る団体の活動への支援
・集団農地維持面積：730 ha
・農地縁辺部への植栽：55件
・井戸の改修：５地区
・土砂流出防止対策：15件
周辺環境に配慮した活動への支援
・牧草等による環境対策：20 ha
・たい肥化設備等の支援：25件

(4）多様な主体による農地の利用促進 遊休農地の復元支援：1.5 ha
注）横浜みどりアップ計画（計画期間：平成26-30 年度）での「長期貸付奨励金」は、2018(平成30)年度までの利用権設
定分のみ支援

農地の縁辺部への植栽
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　食と農への関心や、農とのふれあいを求める市民の声の高まりに応えるため、収穫体験から本格的な
農作業まで、 様々な市民ニーズに合わせた農園の開設や整備を市内各地で進めます。また、市民と農と
の交流拠点である横浜ふるさと村や恵みの里を中心に、市民が農とふれあう機会の提供や、農家への援
農活動を支援します。

（１）様々な市民ニーズに合わせた農園の開設

ア 収穫体験農園の開設支援
　野菜の収穫や果物のもぎとりなどを気軽に体
験することができる収穫体験農園の開設に必要
な施設整備等を支援します。

イ 市民農園の開設支援	 	
　 （栽培収穫体験ファーム、環境学習農園、
　　認定市民菜園※1）
　農作業の経験がない人でも農家から指導を受けることで栽培から収穫までを楽しめる農園や、利
用者が自由に農作業を楽しめる農園など、土地所有者等が農園を開設するための支援を行います。
　また、農園の開設のノウハウを持った市民農園コーディネーター※2の活用などにより、円滑な農
園開設に向けた支援を行います。

ウ 農園付公園の整備
　土地所有者による維持管理が難しくなった農
地等を公園として市が買取るなどして、市民が農
作業を楽しめる農園を公園に開設します。

事業② 農とふれあう場づくり

※1 認定市民菜園：横浜みどりアップ計画（計画期間：平成26-30年度）での「特区農園」を名称変更
※2 市民農園コーディネーター：横浜市が主催する研修を受講し、農園の開設に必要な知識・技術を身につけ、横浜市から

認定を受けた法人。市民農園の計画・整備及び周辺環境や地域農業との調和対策に関する支援を行う。

利用者が農作業を楽しめる農園付公園

果物のもぎとり体験
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市民が農にふれあえる場が増えています

　横浜には、身近なところに農地があり、市民の様々なライフスタイルに応じた、農とのふれ
あいを楽しめる場づくりを進めています。まずは、気軽に楽しめる収穫体験から、横浜の農に
ふれてみませんか。

ちょっと気軽に農体験
● 収穫体験農園
　農家が栽培した旬の果物や野菜の収穫ができます。ナシ
やブドウ、ミカンなどのもぎ取りやイチゴやブルーベリーの
摘み取り等、様々な収穫体験ができ、気軽に農体験を楽しみ
たい方々が身近なところで農にふれることができる場となっ
ています。
● 横浜ふるさと村・恵みの里
　横浜ふるさと村では、横浜らしい里山景観を楽しめるだけ
でなく、四季を通じて様々な農作物の収穫体験や、地域の農
畜産物を使った料理教室などが行われ、市民が自然・農業・
農村文化などにふれあうことができます。
　また、恵みの里では、米作りや味噌作り等の体験教室や直
売会等が定期的に開催され、市民に身近な農業が展開され
ています。

農家から指導を受けて農業体験
● 栽培収穫体験ファーム
　農家の指導のもと一緒に農作業を行うことで、農業に関
する知識や経験がない方でも、プロ並みの野菜づくりを経験
することができます。
● 環境学習農園
　幼稚園や小学校の近くにある農地で、園児や小学生が、農
園を開設した農家の指導を受けながら、ダイコンやコマツナ
等の野菜づくりや水田での米作りなどの農体験ができます。

自分で考え、自由に農作
● 認定市民菜園・農園付公園
　区画割りされた農園で、自分で考えた栽培プランで自由
に野菜作りを楽しむことができます。また、一部の農園付公
園では収穫祭が開催され、農園利用者に加えて地域の方々
も参加されるなど、地域コミュニティの場としても活用され
ています。

収穫体験農園 ブルーベリー狩り

都岡恵みの里 農体験教室

環境学習農園 みたけっ子田んぼ

農園付公園 ハマヤク農園
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（２） 市民が農を楽しみ支援する取組の推進

ア 横浜ふるさと村・恵みの里等における農
を楽しむ取組の推進
　横浜ふるさと村や恵みの里等で、苗の植え付
けや農産物の収穫などを行う農体験教室、横浜
の農を知ってもらうアグリツーリズムの推進な
ど、市民が農とふれあう機会を提供します。ま
た、恵みの里については、新規地区の指定を進
めます。

イ 農体験の場の提供と援農の推進
　市民農業大学講座や農体験講座を開催し、市
民が栽培技術などを学ぶ場を提供します。子ど
もたちが楽しく農を学べるよう、家族で参加で
きる農体験講座の充実に取り組みます。
　また、援農コーディネーター※等を活用し、市
民農業大学講座修了生などによる農家への援
農活動を支援します。

家族で学ぶ農体験講座

田奈恵みの里の体験水田

取組の目標

事業 取　組 ５か年目標 備　考

②

(1）様々な市民ニーズ
に合わせた農園の
開設

様々な市民ニーズに合わせた農園の
開設：22.8 ha

【内訳】
収穫体験農園：7.5 ha
市民農園：10.0 ha
農園付公園：5.3 ha

(2）市民が農を楽しみ支
援する取組の推進

横浜ふるさと村、恵みの里等での
農体験教室などの実施：450回

横浜ふるさと村：寺家、
舞岡
恵みの里：田奈、都岡、
新治、柴シーサイド

市民農業大学講座の開催：100回

農体験講座の開催：30回
注）横浜みどりアップ計画（計画期間：平成26-30年度）での「農のある地域づくり協定」は、2018(平成30)年度までの
協定締結分のみ支援

※ 援農コーディネーター：労働力不足の農家と農家への手伝いを希望している市民を結び、農家の営農を支援する組織
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　身近に市内産農畜産物や加工品を買える場や機会があることへの市民ニーズは高く、地域で生産さ
れたものを地域で消費する地産地消の取組は、身近に農を感じ、横浜の農への理解を深めるきっかけに
もなります。そこで、「横浜農場の展開」による地産地消を推進するため、地域でとれた農畜産物などを販
売する直売所等の整備・運営支援や、市内で生産される苗木や花苗を配布するなどの取組を進めます。
あわせて、地産地消に関わる情報の発信など、ＰＲ活動を推進します。

（１）地産地消にふれる機会の拡大

ア 直売所等の整備・運営支援
　直売所や加工所に必要な設備の導入等を支援します。
　また、市民が楽しみながら農畜産物を購入できる青空市
やマルシェの開催等を支援します。

イ 市民が市内産植木や草花に親しめる機会の創出
　市内の植木農家や花き農家が生産した苗木や花苗を、
市民への配布や公共施設、農地の縁辺部への植栽等に活
用し、市民が市内産の植木や草花に親しめる機会を創出し
ます。

ウ 情報発信・ＰＲ活動の推進
　情報誌やパンフレットなどの制作・発行や、ウェブサイトな
どの活用、地産地消に関する各区局での取組の支援により、地産地消の取組のＰＲを推進します。
　また、「横浜農場」を活用した市内産農畜産物のブランド化に向けたプロモーションの強化を図り
ます。

事業③ 身近に農を感じる地産地消の推進

地産地消の推進施策 2

取組の目標
事業 取　組 ５か年目標 備　考

③
(1）地産地消に

ふれる機会
の拡大

直売所・青空市等の支援：285件
【内訳】
直売所・加工所：85件、青空市・
マルシェ等：200件

緑化用苗木の配布：125,000 本
情報発信・ＰＲ活動：
情報誌などの発行 30回

都心臨海部のマルシェ

市内産苗木や花苗の配布
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　市内産農畜産物を食材として活用し、加工販売したいと考える企業や、横浜の農業の魅力を伝える活
動を行う野菜ソムリエや料理人などが増え、市民や企業、学校など農業関係者以外の主体が地産地消の
取組を実施する活動が広がっています。この動きをさらに拡大するため、市民の「食」と、農地や農畜産物
といった「農」をつなぐ「はまふぅどコンシェルジュ※1」などの地産地消に関わる人材の育成やネットワーク
の強化を図り、「農のプラットフォーム※2」を充実するとともに、農と市民・企業等が連携した「横浜農場の
展開」を推進します。

（１）地産地消を広げる人材の育成

ア はまふぅどコンシェルジュの育成
　講座の開催により、地産地消を広げるはまふぅどコンシェル
ジュを育成します。また、コンシェルジュの自発的な活動を支援し
ます。

イ 地産地消活動の情報交換の場づくり
　直売を行う生産者やよこはま地産地消サポート店※3、はまふぅ
どコンシェルジュ、地産地消に取り組む市民・企業等をつなげる
交流会等を開催し、ネットワークづくりを支援することで、「農のプ
ラットフォーム」の充実を図ります。

（２）市民や企業等との連携

ア 市民や企業等との連携の推進
　地産地消を広げるため、生産者と企業等とのマッチングなどにより、連携を推進します。

イ 地産地消ビジネス創出の推進
　地産地消に貢献する新たなビジネスに取り組む意欲のある市民や市内中小企業等を対象に、ビ
ジネスプランを策定するための講座を開催し、認定されたプランを支援します。

ウ 学校給食での市内産農産物の利用促進
　小学校の給食メニューにおける市内産農産物の利用促進や食育の推進を図るため、企業など
と連携し、学校給食での市内産農産物の一斉供給や、小学生を対象とした料理コンク－ルを開催
します。

事業④ 市民や企業と連携した地産地消の展開

地産地消サポート店ステッカー

※ 1 はまふぅどコンシェルジュ：横浜の「食」と「農」をつなぎ地産地消を広めるための活動を行い、市が主催する講座を
修了された方

※ 2 農のプラットフォーム：生産者・事業者・消費者など地産地消に関わる様々な主体のネットワーク、つながる場
※3 よこはま地産地消サポート店：市内産の農畜産物を使ったメニューを提供する飲食店などで横浜市に登録されているもの
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市民や企業と連携した農畜産物の付加価値向上

● 高い市民力と多様な事業者の存在が強み
　横浜市には、「はまふぅどコンシェルジュ」をはじめとした食や農に関心の高い市民や、食品
加工業、流通業、ホテルや飲食店といった企業が多く立地しており、農畜産物への多様なニー
ズが存在します。
● 農のプラットフォームから様々な連携が誕生
　こうした多数の市民・企業等のつながりや、そのつながりを更に拡大していく場を「農のプラッ
トフォーム」として位置づけ、ネットワークづくりを支援・充実させます。そして、市民や企業等と
連携した6次産業化※の推進や、新たな地産地消ビジネス創出の支援につなげていきます。
● 市内産農畜産物が味わえるレストラン等
　近年では地産地消への関心の高まりから、新鮮で旬な市内産の野菜や果物、卵や“はまぽー
く”などの畜産物を食材として取り入れるレストラン等が増えています。
　横浜市では、市内産の農畜産物を多くの方々に味わっていただくために、これらの飲食店等
を「よこはま地産地消サポート店」として、市民の皆様にご紹介しています。
● 横浜の食や農の魅力をＰＲする「横浜農場」
　このような、市民や企業等と連携した横浜らしい取組による市内産農畜産物の付加価値の
向上なども「横浜農場の展開」として進めています。

取組の目標
事業 取　組 ５か年目標 備　考

④

（1）地産地消を広げ
る人材の育成

はまふぅどコンシェルジュの活動支援等：150件
地産地消ネットワーク交流会の開催：５回

（2）市民や企業等と
の連携

市民や企業等との連携：50件
ビジネス創出支援：16件
学校給食での市内産農産物の一斉供給：推進
料理コンクールの開催：５回

ビジネス創出支援から生まれた加工品 企業との連携から生まれた商品

みかん栽培の過程で発生する摘
果された青みかんを使用したド
レッシング

市内産農産物等、生産者から直接
仕入れた旬の素材を使用したコン
フィチュール（ジャム）

横浜の特産品である「浜なし」・「浜ぶ
どう」を使ったゼリー

※ ６次産業化：農林漁業者（第１次産業）が、加工（第２次産業）・販売（第３次産業）まで関わった取組や農商工連携の
取組など





　「横浜農場」は食や農に関わる多様な
人たち、農畜産物、農景観など、横浜ら
しい農業全体を一つの農場として見立
てた言葉です。横浜市では、この「横浜
農場」を使い、横浜の農業のPRを進め
ています。


